
第３次野洲市人権施策実施計画に基づく令和２年度事業実績 資料１

№ 事業名 事業の概要
令和2年度計画

(5年目)
実績

(令和2年度)
実績(事業)からみる成果と課題

第３次事業計画終了時
点での到達目標

1 (1)女性 (2)子ども
女性・子どもに対す
る暴力への取組

　ＤＶは、身体的暴力だけでなく、精神的、性的、経済
的、社会的な面などさまざまなケースがある。また、
子どもを巻き込んだ暴力にまで及ぶことから、地域福
祉、保健、医療、教育等との連携を図り、DVを早期に
発見することで、安心して過ごせる生活につなげる。

・広報紙を通してＤＶ被害の相談窓口
の周知を図る。
・安心して生活ができるよう、関係機
関と連携を図る。

DV相談件数　19件
関係各課と連携、情報を共有することで、そ
れぞれ必要な支援を確認し、行うことで生
活基盤の安定に努めた。また、安全な場所
で生活できるよう支援した。

安心して生活ができるよ
う関係機関と連携して、
支援の充実を図る。

家庭児童相談室

2 (2)子ども
児童虐待防止等
ネットワーク

　虐待は子どもの人権を著しく侵害するだけでなく、心
身に後遺症を残したり、時には生命までも脅かすこと
さえある重大な問題である。その問題が近年増加傾
向にあるが、家庭内で発生することが多く発見が困難
な状況である。そこで、子どもの虐待防止について啓
発を行い、地域福祉、保健、医療、教育等の関係機
関と連携し、早期発見、早期援助に努め子どもの人
権を守る。

・子どもの虐待防止に向けて、広報紙
や街頭啓発、出前講座等を通じて啓
発を実施する。
・虐待の早期発見に努められるよう、
関係者の意識の向上を図る。
・虐待を発見したら、関係機関に繋ぎ
情報を共有するとともに、個々の状況
に応じた対応を速やかに行う。

児童虐待相談対応件数　466件
　（うち新規相談 83件）

児童虐待相談対応件数は、令和2年度に
ケースの整理を行ったことで、昨年度より件
数は減少している。個々の案件について
は、長期化や問題が複雑化しており、関係
機関と連携しながら、速やかな対応と粘り
強い支援を行った。

子どもの虐待の早期発
見・早期援助に努め、子
どもの命を守る。

家庭児童相談室

（学校教育課）
・市生徒指導担当連絡協議会　4回
・市三中学校生徒指導連絡会　4回
・市教育相談担当者連絡協議会　4回
・市いじめ問題専門委員会　2階
・市SSW連絡協議会　4回
上記のような会議を開催し、各校および
関係機関との円滑な連携に努めた。
家庭訪問型学習支援事業を新設し、適
応指導教室にも行けず、家から出られな
い児童生徒の学習支援に取り組んだ。

（学校教育課）
・各種連絡協議会において、各校および関
係機関との情報共有をすることで、個々の
事案に応じた適切な支援を行うことができ
た。
・いじめの未然防止、早期発見および不登
校児童生徒に対する継続的な支援や新た
な不登校を増やさない予防的取組など、教
育相談体制の充実が課題であり、今後は更
なるSCやSSWとの連携を推進していく必要
がある。
・適応指導教室にも家庭訪問型学習支援事
業にもつながらない児童生徒への支援を学
校を中心に行っていく。

（こども課）
不登校につながる可能性のある行き渋り
等を含め、園児の日々の様子を把握す
るとともに、園対応として個別の電話や
訪宅を行い、保護者、関係機関との細や
かな連携を図った。
特に今年度はコロナ対応による臨時の
休園期間等があったことから、当該期間
中は個別に連絡することにより園児の
日々の様子を確認した。
また、園生活の中で、子どもの言動に注
視し、気になる言動が見られた時には、
その課題を見出しクラスや学年で話し合
いや、考え合える場を設けた。

（こども課）
保護者や関係機関と情報共有をとりなが
ら、課題や今後の対策、支援の在り方につ
いて連携を図り、教育相談の充実や子の様
子に応じた対応、園としての支援体制づくり
を推進していく。

担当課

分　　類

第　３　次　実　施　計　画 令和2年度事業実績

　いじめや不登校等、児童生徒の人
権に関する個別課題を解決するた
め、学校園所、各関係機関と連携した
取組を実施する。
　教育委員会に直接相談がある場合
は児童生徒や保護者のおもいをしっ
かり受け止めた上で当該学校園所、
各関係機関と連携した取組を実施す
る。

いじめや不登校の現状
を正確に把握し、これら
の人権課題をなくす取
組を実施することは継
続して実施していく必要
がある。いじめ認知後の
解消率が平成２７年度
は８４％。
解消率９０％を目標と
し、いじめ問題をなくす
取組を推進する。

学校教育課
こども課

3 (2)子ども
個別課題解決に向
けた相談・支援体制
の確立

　いじめや不登校そのほか児童生徒の人権に関する
個別課題の解決のため、校園所の現状把握に努め
教育委員会との連携を図っていく。 教育委員会へ直
接相談があった場合は、十分に受け止めた上で当該
校園所とともに取り組む。
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第３次野洲市人権施策実施計画に基づく令和２年度事業実績 資料１

№ 事業名 事業の概要
令和2年度計画

(5年目)
実績

(令和2年度)
実績(事業)からみる成果と課題

第３次事業計画終了時
点での到達目標

担当課

分　　類

第　３　次　実　施　計　画 令和2年度事業実績

4 (2)子ども こころの教育相談

　不登校やいじめなどの悩みや課題を抱えた児童生
徒の人権に関する相談の場を設け、子どもたちの「心
のサイン」を見逃さない対応など、個別課題の解決に
向けて、保護者や学校・関係機関と連携した取組を推
進する。

不登校やいじめなどの学校生活や子
育ての様々な悩みについて、カウンセ
ラーとともに面談・電話相談により問
題の解消を行う。中学校卒業時点に
は終結できるように取り組む。
相談：予約制１日４件程度
定期相談:週１回～月１回程度
中学3年生相談人数７人（内終結数５
人）
未終結率28.5％

・相談（面談・電話）件数　６０５件
・中学３年生相談人数　６人
・終結　６人　　未終結率０％

継続したカウンセリングの実施や学校との
連携を重ねたことで、児童生徒の情緒の安
定を図れ、学校復帰や次の進路につなげる
ことができた。また、必要に応じて学校との
ケース会議の実施や関係機関と連携するな
どして、相談者の不安や悩みの解決に向け
て支援ができた。

個々の悩みが解消でき
るよう適切なカウンセリ
ングを行うことで、中学
卒業時での未終結率を
３０％以下（2人）とする。

ふれあい教育
相談センター

5 (2)子ども 適応指導教室事業

　不登校やいじめなどで学校へ行けない、行きにくい
児童生徒の居場所づくりを行い、自他を大切にする
気持ちを育みながら、他者とのコミュニケーションや、
自己肯定感・社会性などの育成に努め、社会的自立
や学校への復帰に向けて、きめ細やかな指導や相
談・支援に取り組む。

学校へ行けない、行きにくい児童生徒
の居場所や学習支援など個別やグ
ループ活動を通して自信回復、学校
復帰を目指す。
全欠児童生徒数　　２人(R2.4.1時点)
通級：週１回～週５回
体験活動：湖南SSN年１回
活動体験：月１回
ホールの子体験年１回
保護者懇談会：年数回

・通所指導生徒数　5名
・学校完全復帰　2名
・部分学校復帰　2名
・進学　1名
・保護者懇談　27回
・学校訪問　37回
・ケース会議　39回
・SV研修4回
・学校電話相談　205回

保護者との連携を密にするため、子どもの
成長をつぶさに伝え信頼関係の構築に努
め、支援に役立ててきた。その上で、学校と
のきめ細やかな連携を図り学校復帰に取り
組んできた。結果1名が進学、2名が完全学
校復帰、2名が部分学校復帰することが出
来た。しかし、不登校生徒の中には、適応
指導教室、家庭訪問型支援にもつながるこ
とが出来ない状態の児童生徒もいるので何
らかの支援法を考える必要がある。

通所する児童生徒全員
が体験活動等を通して
自信回復と自我の確立
を図ることで学校復帰が
出来る。
また、学校との連携強
化に努め全欠児童生徒
数０人を実現する。

ふれあい教育
相談センター

6 (2)子ども
家庭訪問型学習支
援事業 ＊令和２年からの新規事業

学校へ行けない、または行きにくい深
刻な不登校状態の児童生徒およびそ
の保護者を対象に学習支援、生活支
援、家庭支援、教育相談を通して自
信回復、学校復帰を目指す。

指導員、カウンセラー、コーディネーター
が２人１組になって児童生徒宅を訪問
し、学習支援や不登校・学業・進路に関
する相談を実施した。
・支援対象者　４名
・支援や教育相談延べ回数　３０９回
・学校復帰　２名
・高校進学　１名
市内小中学校の全欠児童生徒数は次の
とおり。
H30年度/小学生０人、中学生１人
R1年度/小学生０人、中学生２人
R2年度/小学生２人、中学生１人

深刻な不登校の児童生徒にとって、家庭か
ら外に出ることには抵抗があるが、この事
業によって外部の者と接することができた。
また、丁寧な学習支援や教育相談により、
自信を回復し、R3.4から学校復帰を果たし
た児童生徒が２名、公立高校に進学した生
徒１名と、事業のめざす成果を上げることが
できた。
全欠児童生徒数０人に向けては、関係機関
との連携強化による取り組みが必要であ
る。

深刻な不登校状態の児
童生徒が支援を通して
自信回復と自我の確立
を図ることで学校復帰が
出来る。
また、学校との連携強
化に努め全欠児童生徒
数０人を実現する。

ふれあい教育
相談センター

7 (2)子ども
はつらつ野洲っ子
育成事業

　はつらつ野洲っ子の育成を掲げ、学校や家庭、地域
が一体となって青少年健全育成に取り組み、小・中学
生が自らの思いを発表する場とする。また、それを十
分に受け止め成長を支えるために意見発表会を開催
する。また、青少年の健全育成をめざして、大人と子
どもの意見交換会を開催する。

・はつらつ野洲っ子中学生広場での
発表
・はつらつ野洲っ子育成ﾌｫｰﾗﾑの開
催

はつらつ野洲っ子中学生広場の開催
さざなみホール
令和２年７月４日（土）予定していたが、
新型コロナウイルス感染症対策のため
中止した。
応募作品は書類選考して表彰した。

はつらつ野洲っ子育成フォーラムの開催
規模を縮小し、感染防止対策を徹底して
開催した。
さざなみホール
令和２年１２月５日（土）
参加者132名

・多数の関係団体の参加により「地域の子
どもは地域で守り育てよう」との機運が高
まった。

事業への参加人数の増
加と青少年による重大
事案が毎年起こらない
ことを目標とする。

生涯学習スポー
ツ課

8 (2)子ども
青少年健全育成事
業

　青少年の健全育成を目指し、青少年育成市民会議
と各学区青少年育成会議の連携のもと、環境浄化や
初発型非行防止街頭補導を行い、青少年の居場所
づくりをし、地域住民とのふれ合いのもと、一人ひとり
が希望を持ち、困難なことにも主体的に対応できる力
をつけるよう支援する。

「愛のパトロール運動」（毎週金曜
日）・まちづくりで「愛の声かけ運動」
（7月・11月）の実施

愛のパトロール
市内３コースで年間20回実施
参加者156名

愛の声かけ運動の実施
・令和２年７月1日
　参加者1064名
・令和２年１１月２日
　参加者990名

・補導委員や少年センターを中心に地道な
見守り活動、補導活動が初発型非行・問題
行動の防止につながっている。
・地域ぐるみでの見守り活動も継続的に
行っており、子どもを犯罪や事故から守って
いる。
・補導委員や関係団体役員の高齢化が進
んでおり、親世代の積極的な参加が求めら
れる。

各事業への参加人数の
増加と青少年による重
大事案が毎年起こらな
いことを目標とする。

生涯学習スポー
ツ課
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№ 事業名 事業の概要
令和2年度計画

(5年目)
実績

(令和2年度)
実績(事業)からみる成果と課題

第３次事業計画終了時
点での到達目標

担当課

分　　類

第　３　次　実　施　計　画 令和2年度事業実績

9 (2)子ども 人権集会

　自分はかけがえのない愛される存在であることを実
感し、様々な人との出会いや教材との出会いを通して
人権意識を高めていけるよう人権集会などを開催し
て、人権保育を推進する。また、参観、アンケート、集
会だよりなどを通して保護者にも啓発する。

園児を対象としては２ヶ月に１回人権
に関するテーマを設け集会を開催す
る。
保護者を対象としては年２回の研修
会を開催し、年間３回以上啓発紙を
発送する。

・人権をテーマにした集会を計画的に実
施し、年齢に応じて考えあう場を持ち、集
会での様子や園児の意見等の内容を、
おたよりとして即時に発行し保護者啓発
を図るとともに親子での考える場へつな
げてきた。
・保護者を対象とした研修会を年間2回
以上開催し、機関紙等の発行をし、研修
内容の共有を図った。

・集会や研修会後に即時におたより等を発
行することで、保護者への啓発や共有につ
ながった。
・実績に基づいて一定の成果が得られてい
るが、人権意識の高揚のためには、集会や
研修会だけでなく、日常的な発信が必要で
ある。

集会が形骸化すること
なく,内容や形態等を工
夫し、また、保護者の関
心や意識が高まるよう
に継続していく。

こども課

10 (2)子ども 子育て相談
　いじめや不登園そのほか乳幼児の人権に関する保
護者との相談の場をもち、個別課題の解決に向け
て、家庭と連携した取組を推進する。

定期的な懇談会の場に加え、随時、
いつでも誰でもが相談し易いよう担当
を園だより等で知らせたり、積極的に
子どもの様子をつたえ、話しやすい関
係性が築けるようにする。

・クラス懇談会、個別懇談会等の実施。
・子育て相談の実施。
・園だより等を通じて、子育てにつながる
具体的な内容等の記載による推進。

･園と家庭の信頼関係を築く中で、日々の園
児の様子について継続的に積極的に伝え、
成長を共に喜び合い、また課題について具
体的に話をしながら、推進できた。

子育て不安に対応でき
る職員の資質向上と相
談しやすい窓口体制を
定着する。

こども課

11 (3)高齢者 消費生活相談
　消費生活相談においては、高齢者特有の消費生活
問題について関係機関と連携し権利擁護に努める。

くらし支えあい条例における見守り活
動を効果的に行なうよう、個人情報の
取扱い等を整備した運用マニュアル
を作成する。

令和2年度の計画どおり、運用マニュア
ルは作成でき、到達目標である見守り
ネットワークの仕組みも構築できた。野
洲市消費者安全確保地域協議会を設置
し、消費者被害に遭いやすい高齢者等を
対象に見守りリスト（503人）を作成して、
民生委員児童委員等が見守り活動を積
極的に行った。
高齢者等を対象に地域への出前講座を
実施 16回開催した。

令和2年度は消費者庁及び警察の保有す
るリストの情報提供を受け、野洲市消費者
安全確保地域協議会の仕組みを活用し消
費者被害に遭いやすい高齢者を効果的に
見守ることができた。

高齢者の消費者被害を
未然に防ぐため、野洲
市くらし支えあい条例を
適切に運用し、見守り
ネットワークの仕組みを
構築する。

市民生活相談課

12 (3)高齢者
ユニバーサルデザ
インを基本とした生
活環境

　高齢者を含む全ての人々が、社会において自立し
て行動できる安全な生活環境整備に向け、ユニバー
サルデザインの考え方を取り入れ、関連計画の具現
化にむけ、バリアフリー化を推進する。

高齢者等が自立して安心して生活で
きる環境の整備に向け、住宅改修に
かかる費用の助成を行う。

高齢者住宅小規模改造助成事業　12件
介護保険による住宅改修153件（4-1月
審査分）

在宅介護支援のための住宅改修を支援し
たことで、家族の介護負担の軽減と、要介
護者本人の自立支援や介護予防、安全の
確保につながった。

自立して安全に生活で
きる環境の整備に向
け、引き続き助成を行
う。

介護保険課

13 (3)高齢者
高齢社会に関する
教育・啓発

　高齢社会、高齢者福祉への理解と関心を高め、福
祉の心を培うため、小中学校生徒や一般住民の自主
学習の受け入れ等を積極的に行い啓発に努める。ま
た広報や介護ニュース等を活用し、サービスの情報
提供や高齢社会に関する情報も盛り込み啓発を行
う。
また、今後は高齢者の人権に関する事業として、地域
住民を対象に「認知症」についての理解と地域で支え
るための啓発事業を実施する。

介護情報誌の発行を行い、サービス
の情報提供や認知症についての啓発
を行う。

○介護ニュースりふれっしゅ発行（年1
回）
　・8月郵送　1,945通
　・介護保険認定結果通知に、介護者家
族の会や認知症カフェ開催情報を同封

○認知症高齢者が安心して一人歩き（徘
徊）できる地域社会をめざし、高齢者事
前登録者に配布している高齢者見守り
シールを市民に広め、認知症の高齢者
に気が付いたら気軽に声を掛けるなど、
地域で見守るまちづくりを進めた。
　　・事前登録者数　65人（年度末実人
数）
　　　（令和２年新規：28人）

○自分や家族が認知症であることを隠した
いという思いが根強く、徘徊高齢者事前登
録等の利用につながらないケースが依然あ
る。予防・早期治療と同様、家族が正しい認
識を持つよう促すことは、認知症高齢者の
安全や人権確立の観点から重要である。

○また、認知症は特別な病気であるとか、
本人の予防に向けた努力が足らなかったた
め発症したとか、認知症の人は何も分かっ
ていないといった誤った考えが依然見受け
られることから、広く市民を対象に正しい考
えを啓発することが必要である。認知症に
なっても自分らしく地域で生活できるまちづ
くりをさらに進める必要がある。

○高齢者見守りシールの普及とともに、認
知症の人との接し方等について、市広報の
特集記事で引き続き啓発していく必要があ
る。

できる限り住み慣れた
地域で生活できる地域
づくりのため、高齢社会
や認知症についての啓
発事業を継続する。

高齢福祉課
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第　３　次　実　施　計　画 令和2年度事業実績

14 (3)高齢者 高齢者の権利擁護

　高齢者が地域において人権が守られ、安心した生
活が送れるよう権利擁護関係、成年後見制度の啓発
や利用推進、高齢者虐待の早期発見、早期対応マ
ニュアル作成づくりを推進する。

成年後見制度についての啓発を行
い、必要に応じて成年後見制度の市
長申立を行う。

高齢者の虐待防止、早期発見のため
の啓発出前講座や高齢者虐待防止
勉強会を開催する。

成年後見制度市長申立件数　３件
（高齢福祉課関係）
高齢者虐待防止啓発出前講座
・対応編　１回開催　１事業所　10名
事例勉強会　１回
虐待相談件数　85件（84名）
（地域包括支援センター関係）

○個々の虐待ケースに応じ、必要な支援を
行った。また、判断能力が低下し成年後見
制度の利用が必要にもかかわらず、申立て
する親族がいない高齢者に対し、成年後見
制度の市長申し立てを行った。（高齢福祉
課関係）
〇高齢者の虐待防止のための啓発事業と
して、出前講座や事例勉強会を実施した。
コロナ感染拡大により希望が少なかった。
（地域包括支援センター関係）

高齢者の人権を守るた
めの各種取り組みを継
続する。

高齢福祉課

15 (3)高齢者
高齢者のサービス
利用支援と強化

　地域の高齢者が、介護保険サービスにとどまらない
様々な形のサービスを利用し、自立した生活が継続
できるよう、地域関係者とのネットワーク構築や、ネッ
トワークを利用した高齢者実態把握、初期相談対応、
継続的・専門的な相談支援、また権利擁護の観点か
らの対応が必要な者への支援を行う。

　高齢者やその家族などの相談を受
け止め、本人の自己決定を尊重しつ
つ、適切な機関、制度、サービスにつ
なぐとともに関係者のネットワークによ
り支援を行う。

相談支援延べ件数　7,550件 （3月末現
在）

高齢者の増加により、相談支援件数は増加
している。相談内容は介護保険に関するこ
とが最も多く、虐待に関する相談も増加して
いる。対応困難事例については、ケアマネ
ジャーや家族への支援だけでなく、地域ケ
ア会議を開催し、地域でできる支援につい
て検討した。

　高齢者が住み慣れた
地域で尊厳ある生活を
維持できる

高齢福祉課

16 (3)高齢者 (4)障がい者
コミュニティバスの
運行

　市コミュニティバスは、単に交通の利便性の面だけ
でなく、福祉施策の一環として、高齢者や障がいのあ
る方々の生活行動範囲を拡大することや、利便性の
ある運行に努める。

令和元年度の実績は、一般人の利用
者も増加傾向にあるが、昨今の新型
コロナ感染症の影響もあり、令和２年
３月以降は大幅に利用者の減少と
なっていることから、利用者人数の目
標値は掲げず、高齢者や障がい者の
利用率75％の維持を目標とする。

高齢者及び障がい者の利用率　74.7%
（33,751人）
一般人　25.3％（11,429人)

令和２年３月以降のコロナ禍の中、全体の
利用者数は減少したものの、高齢者や障が
い者の利用率75％の目標数値とほぼ変わ
らない利用率を維持する結果となった。
今後、高齢者の中でも免許保有者に免許
返納を促すとともに、コミュニティバスの利
用促進に繋げる方策を考える必要がある。

高齢者や障がい利用率
79％を維持する。

協働推進課

17 (3)高齢者 (4)障がい者 駅前整備事業
　多くの人が利用する野洲駅の南北駅前広場のバリ
アフリー化を行い高齢者や障がいのある方などすべ
ての人が安全に利用できる駅前広場を整備する。

完成 終了 都市計画課

18 (3)高齢者 (4)障がい者 交通安全施設整備

　すべての人の社会参加を保障する環境整備の一環
として、高齢者・障がい者をはじめ交通弱者の安全確
保にも効果のある歩道と車道の分離など交通安全施
設の整備を進める。

　小学校区ごとに、学校、保護者、道
路管理者、警察、自治会等が参加す
る合同点検の結果に基づく対策実施
後の状況について、実際に期待した
効果が上がっているか対策効果の把
握と検証を行います。

　令和２年３月に策定した野洲市通学路
交通安全プログラムに基づき、三上小学
校通学路の安全対策２箇所を含め、交
差点部のガードパイプ設置や路面標示
を実施した。

　通学路交通安全プログラムを活用するこ
とにより、子どもだけでなく高齢者や障がい
者も安全に移動することができる道路環境
の整備ができた。
　歩道整備や横断歩道・信号設置の要望も
あるが、実現までに時間のかかるものが多
い。

継続的に通学路の安全
を確保するため、関係
者による合同点検を継
続的に実施するととも
に、交通安全対策実施
後の効果把握等も行
い、本プログラムの改
善・充実を行います。
　これらの取組みを
PDCAサイクルとして繰
り返し実施し、通学路の
安全性の向上を図って
いきたいと考える。

道路河川課

19 (3)高齢者 (4)障がい者
交通バリアフリー
基本構想に基づく
実施計画の推進

　交通バリアフリー基本構想に基づき交通バリアフ
リー道路特定事業計画を策定。高齢者、身体障がい
者等の公共交通機関を利用した利便性及び安全性
の向上を促進するため、野洲駅を中心とした一定の
地区においてバリアフリー化を重点的かつ一体的に
推進する。

平成30年度
計画終了予定

-

　野洲駅南口を結ぶ県道野洲停車場線に
接続する市道小篠原稲辻線について、歩道
拡幅等のバリアフリー化の要望があり、今
後検討が必要である。

特定経路および準特定
経路バリアフリー化の対
策可能箇所については
整備済みである。

道路河川課
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20 (4)障がい者
ユニバーサルデザ
インによる生活環境
の推進

　障がい、性別にかかわらず、すべての人が暮らしや
すい生活環境を生み出す必要があることから、障が
い者基本計画に基づき、ユニバーサルデザインによ
る普及啓発に努める。
　さらに、ノーマライゼーションの実現に向けた取組を
推進する。

　障害者基本法に基づく市障がい者
基本計画を平成２４年度に８年間の
計画として策定し、施策の柱として「ユ
ニバーサルデザインで安心して暮ら
せるまちをめざして～まちで快適に過
ごす～」を掲げている。
　特に、ノーマライゼーションの考え方
に基づき、社会的障壁を取り除くた
め、生活環境の整備、情報・コミュニ
ケーション環境の整備等を推進する。

・在宅重度身体障がい者住宅改造費助
成金
3件　577,405円

課題としては、障がいのある人が社会参加
しやすい環境整備が掲げられ、一層のソフ
ト面でのバリアフリー化の推進が必要であ
る。とりわけ、障がいのある人の尊厳が損
なわれることのないよう障がいのある人の
コミュニケーション手段の確保・充実が必要
である。

障がい、性別にかかわ
らず、すべての人が暮ら
しやすい生活環境を生
み出す必要があること
から、障がい者基本計
画に基づき、ユニバー
サルデザインによる普
及啓発に努める。
　さらに、ノーマライゼー
ションの実現に向けた
取組を推進する。

障がい者自立支
援課

21 (4)障がい者 人材育成の充実

　共に地域で暮らせる社会を推進していくために、ボ
ランティア活動の振興とボランテイア資質の向上を図
ることが重要であり、障がいのある人との交流を通じ
て、社会貢献できるボランティア活動の場を提供し、
各種ボランテイア活動へ参加する気運を醸成すると
共に、その養成に努める。

守山市、野洲市の共催事業として
行ってきたが、令和2年度からは、各
市単独開催事業に変更し、事業は継
続していく。

・手話初心者講座10月2日～30日の全5
回
受講者数17名。

手話ボランティアを養成し、聴覚に障がいの
ある人のコミュニケーション支援の拡大を図
るため実施した。
障がい者理解をすすめ、ボランティアの更
なる活動の拡大を図るため、地域における
活動支援、活動の場の提供が必要である。

ボランテイア活動の振
興と手話奉仕員等の人
材の育成

障がい者自立支
援課

22 (4)障がい者
精神障がいについ
ての正しい知識の
啓発

　精神障がいのある人が、住み慣れた地域で自立生
活や社会参加ができるよう、社会的な誤解や偏見を
取り除いていく取組をすすめ、併せて地域住民の心
の健康づくりを進める。

精神障害者家族会（たんぽぽの会）と
ボランティアの協力を得ながら、健康
推進連絡協議会と事業を実施する中
で、市民との交流を図る。
市民団体等へ、うつ病等精神疾患の
理解が深められるよう講師派遣等の
支援を行う。
また、広報やポスター、パネル等によ
り精神疾患、精神障がいに関する啓
発を行う。

・精神障害者患者家族会（たんぽぽの
会）についてはコロナ禍のため交流など
の活動は実施しなかったが、その代わり
に健康推進連絡協議会から健康レシピ
の紹介があり、メッセージともに送付をす
ることができた。
・広報やポスターでの啓発や、リーフレッ
ト等啓発物品の配付や設置等による啓
発を、自殺予防週間等の他、年間を通じ
て実施。

・精神障がい者患者家族会（たんぽぽの
会）と健康推進連絡協議会が例年のように
調理実習を通じての交流はできなかったが
手紙を送付し、繋がりを保てるように努め
た。
・講座の実施や啓発媒体の活用等により、
市民や関係者等に対し、うつ病等精神疾患
や自殺対策の理解を深める機会を提供で
きた。引き続き、理解を深めるため、広く啓
発することが必要である。

精神障がいに関する誤
解や偏見をなくすために
啓発を継続する必要が
ある。

健康推進課

23 (4)障がい者

障がいや障がいの
ある人に対する
偏見や差別を解消
する啓発

　障がいや障がいのある人に対する偏見や差別を解
消するとともに、種々の機会を捉え人権意識の高揚
を図る。また、障がいのある人に対する正しい理解と
認識を深めるため啓発事業や交流事業を実施する。

○障がい者自立支援課
・障害理解と障害差別解消法の広報・啓
発を実施（広報やす年1回以上掲載）
・障害者理解の講演会を実施（年1回）
・障がい者虐待防止のための講演会の
実施
（年1回）
・市民や団体・関係者・機関からの依頼
を受けて、出前講座を実施（随時）
・障害者週間（12/3-12/9）街頭啓発

○発達支援センター研修・啓発事業の
実施
・発達障がいの正しい理解と支援につい
て、市民対象の研修会や講演会を実施
・市民や関係者・機関からの依頼を受け
て、出前講座を実施
・広報やす「発達支援センター通信」の
掲載（隔月）
・「世界自閉症啓発デー」での街頭啓発
・「発達障害啓発週間」に合わせた広報
への記事の掲載
・各種つどいやイベント等で、発達障が
いの理解と支援に関するパネル展示

〇障がい者自立支援課
毎年12月の障害者週間にちなんで、障
がい者への関心と理解を深めるための
キャンペーンポスター掲示、広報やチラ
シにより、市民に啓発する。

〇発達支援センター
・発達障がいの正しい理解と支援につい
て、市民対象の研修や関係機関から依
頼を受けて出前講座を実施した。（研修
会３回、講演会1回、出前講座３回）
・広報やすに「発達支援センター通信」を
掲載した。（隔月）
・「世界自閉症啓発デー」および「発達障
害啓発週間」に合わせて、ポスターやチ
ラシ、関連図書のコーナーを設けたり等
で、発達障がいの正しい理解について啓
発した。

〇障がい者自立支援課
・障がい者への理解については、12月広報
において啓発を行った。また、障害者差別
解消法は広報に掲載することはできなかっ
たが、ホームページに掲載した。
・講演会については、12月2日総合防災セン
ターにて、龍谷大学社会福祉学科樽井准教
授を講師に迎え講演会を開催した。
・市内大型店舗において人権作品が展示さ
れたのに伴い、障がい者にかかる障がい者
差別の解消のチラシを設置した。

〇発達支援センター
　発達障がいの正しい理解と支援につい
て、色々な機会や場所で啓発ができた。今
後も、啓発テーマや手法を工夫し、様々な
機会をとらえて啓発していきたい。

　障がいや障がいのあ
る人に対する偏見や差
別を解消するとともに、
人権意識の高揚を図
る。
知的・精神・身体障害
と、特に発達障害や障
がい者虐待についての
正しい理解と支援につ
いては、本人、保護者・
家族、支援者等の関係
者だけではなく、広く市
民全体へ啓発する必要
があり、事業継続の必
要性がある。

障がい者自立支
援課
発達支援セン
ター
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24 (4)障がい者
障害者差別解消法
における取組の推
進

　平成28年4月1日から障害者差別解消法が施行さ
れ、地方公共団体に対して、「差別的取り扱いの禁
止」と「合理的配慮の提供」が義務化されることから、
事業の実施にあたっては、実効性のある対応ができ
るよう、差別解消に向けた必要な検討と取組を進め
る。

①職員対応要領に基づく合理的配慮
の提供により、障がいを事由とする差
別の解消を進める
②地域における関係機関等との連携
による情報共有をはかる
③障害者理解の促進に向けた啓発を
進める

「障がいを理由とする差別の解消の推進
に関する職員対応要領」を人事課におい
て策定されたところである。当課では関
係課職員の行う業務の中で合理的配慮
が必要な場合は相談を行いながら業務
を進めた。

　差別の解消と差別の解消を支援する仕組
みを検証しつつ、効果的に業務を行う必要
がある。

・計画期間での取組が
実効性のあるものに
なっているか検証できて
おり、課題を明確にでき
ていること。

障がい者自立支
援課

25 (4)障がい者
障がいのある人の
権利擁護の推進

　知的障がいのある人や精神障がいのある人の中に
は、自己の意思表示が困難な人は権利の侵害にあう
ことがあるため、関係機関と連携を図りながら成年後
見制度や地域福祉権利擁護事業の利用を促進する
ことにより、日常生活の管理、財産管理を行い権利擁
護に努める。

権利擁護事業契約者数　　75人

〇成年後見人等の報酬助成：4件
〇成年後見任制度利用促進事業
　　　　　　　　／委託事業の実施
　・相談・支援人数：34人
　　　（うち障がい者10人)683人
〇地域権利擁護事業
　　　　（事業実施主体：野洲市社協）
　　・契約件数：全87件
　　　障がい者の内訳/
　　　　知的：21件（うち、新規　1件）
　　　　精神：33件（　　〃　　　  5件)

　広報等により制度の利用促進を促すとと
もに、福祉サービスと平行した支援や本人
を見守る「チーム」、地域専門機関等による
協力体制により支援を行った結果、障がい
者虐待ケースについて、成年後見制度にか
かる市長申立てを行い、障がい者の尊厳に
資することができた。
　今後も本人と置かれた生活状況等を踏ま
えつつ、財産管理のみならず、意思決定支
援、身上保護も重視し、利用者がメリットを
実感できる制度の運用改善を図りつつ、継
続した支援を行う。

障がいのある人の日常
生活支援及び虐待防止
に向けた支援等のた
め、関係機関と連携し成
年後見等利用や地域福
祉権利擁護事業の利用
の啓発や促進を行う。
障がいのある人が権利
侵害のない自立した生
活を送るために必要な
支援となっている。

地域生活支援室

26 (4)障がい者 (6)外国人
点字や拡大文字に
よるごみ情報提供

　視覚障がい者、視覚弱者、外国人による行政情報
の一環として、ごみ収集に関する情報を点字及び音
声テープ、拡大文字、外国語で提供する。

希望する対象者へ
100％配布

ごみカレンダーについては、拡大版、点
字版、音声版を作成し、希望者全員に配
布した。犬を飼われている視覚障害者の
方には、ごみカレンダーの配布に合わせ
て、狂犬病予防注射の実施通知の点字
版を配布した。また、視覚障がい者に対
して、さくら墓園永代使用墓所年間管理
料通知文書を点字で送付した。
ごみ分別の説明資料については、英語・
中国語・ポルトガル語・ベトナム語・インド
ネシア語版を作成し、希望者に配布し
た。

個人情報の観点から外国人の居住地や国
籍の把握は難しい。
外国人の在住の状況により、必要であれば
対応語の範囲の拡大や情報の追加等の検
討が必要。

希望する対象者へ
100％配布

環境課

27 (5)同和問題 改良住宅譲渡事業
　計画的に譲渡を進めるために当事者との協議を行
う。（北比江改良住宅１戸）

譲渡資金の融資について、協議を整
え、積立金と併せて譲渡契約を締結
する。

当事者と譲渡の協議を行い、令和２年度
に北比江改良住宅１戸の譲渡契約を完
了した。

全ての改良住宅の譲渡が完了し、改良住
宅譲渡事業は終了。

終了 住宅課

28 (5)同和問題
住宅新築資金等貸
付事業

　住宅の新築、改修等貸付に係る事業債の償還を行
う。

終了 - - 終了 住宅課

29 (5)同和問題 就労対策相談事業
　安定就労に向け、地区住民個々の雇用、教育、生
活等の問題を関係機関との連携により解決を図る。

　就労相談は、ハローワーク、関係
課・機関と連携を図り、相談者と関係
機関をつなぐ役割を担う。
　特に、本庁の市民生活相談課で
は、「やすワーク」が開設されており、
直に応募できる利便性もあり、一層連
携して取り組んでいく。

就労相談　25件
他、ハローワーク等からの求人情報紹介

　市民生活相談課、ハローワークやサポー
トセンターとも連携を図り、相談者への情報
提供、相談を行うことができた。

　就労を希望される方自
身が、直接関係課・機関
に出向き、就労できるよう
になる。
　また、相談を受ける側の
関係課・関係機関は、人
権問題、同和問題として
も捉え問題解決を図る。

市民交流セン
ター

6 
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30 (5)同和問題 相談支援事業

　職員は、適切な支援ができるよう幅広い知識を身に
付け、関係各課や専門機関と連携し、ケース会議の
開催等により、個々の相談に応じたオーダーメイドの
支援を行う。

　相談内容も各方面にわたり、複雑多
様化してきており、一層関係課・機関
と連携を図り、相談者と関係機関をつ
なぐ役割を担う。なお、教育相談につ
いては、保護者や学校等と十分連携
して問題解決に当たる。また、長期継
続的な支援が必要な世帯について
は、訪宅回数を増やすとともに、関係
者を集めたケース会議等での問題解
決を図っていく。

人権に関すること　　　　　　　　0件
環境に関すること　　　　　　　　0件
福祉保健に関すること　　　　 78件
就労に関すること　　　　　　 　25件
教育に関すること　　　　　　 　37件
生活に関すること　　　　　　　　50件
法律に関すること　　　　　　　　15件

　関係機関と連携しながら相談、支援への取
組を進めることができた。

　相談者自身が、直接
関係課・機関に出向き、
問題解決できるようにな
る。
　また、相談を受ける側
の関係課・機関は、人権
問題、同和問題としても
捉え問題解決を図る。

市民交流セン
ター

31 (5)同和問題 修学奨励助成金 　修学奨励助成金の償還継続の事務手続を行う。
　修学奨励助成金の償還継続の事務
手続を行う。

【日本学生支援機構分】
市免除・返還分８名
【その他分】
返還免除　県への申請　16件（A)
Aの内、県免除承認決定　10件
Aの内、県免除不承認決定　5件（B）
Aの内、申出により個人返済者数1件
Bのうち、市免除・返還　4件
（Bのうち１名はR３年度以降支払発生
者）

野洲市修学奨励助成金交付要綱により適
正に事務を行った。課題はありません。

修学奨励助成金の償還
継続の事務手続を行
う。（令和15年度まで）

学校教育課

32 (5)同和問題 地域交流事業
　各種自主サークル活動等を積極的に支援すること
により、周辺地域との交流を深め、地域社会における
相互の理解を促進する。

　各種講座の自主サークル化に伴
い、周辺地域住民との交流が図れる
よう自立した活動を支援する。
　また、自治会やその他の組織が人
権啓発の住民交流を基本に自主自立
で運営できるよう支援していく。

ソーイングスクール　　　　　　 42回
トールペイントサークル　　　   18回
茶道サークル　　　　　　　　　  23回
書道サークル　　　　　　　　　  29回
生花サークル　　　　　　　　　  20回
墨彩画サークル　　　　　　　   17回
いきいき健康体操                21回
百歳体操　　　　　　　　　　　　　0回
健康サロン　　　　　　　　　　　　8回
ほほえみサロン　　　　　　　　　0回

　自主的なサークル活動が定着し、社会福
祉の増進や教養文化の向上を通して周辺
地域との交流が深めることができた。
　令和２年４月１４日から５月末までは、コロ
ナウイルス感染拡大対策のため休止してい
たが、その後感染対策を実施しながらサー
クル活動を支援することができた。

　各種自主サークルの
主体的な取り組み活動
が、住民相互の交流・促
進を図る活動となる。
　自治会やその他の組
織の運営が住民自治を
基本として人権啓発の
住民交流を図る活動と
なる。

市民交流セン
ター

33 (5)同和問題
部落解放・人権政策
確立要求

　部落解放・人権政策確立要求びわこ南部地域実行
委員会の活動に参画して、人権を守る取組を行う。

・実行委員会事務局
・総会、事務局研修、連続講座、幹事
級研修などへの参加
・基本法ニュースの発行支援継続

部落解放・人権政策確立要求びわこ南
部地域実行委員会の活動である、事務
局研修、幹事級研修などへ参加した。
(新型コロナウイルス感染防止の観点か
ら、総会、連続講座は中止。)
12月に発行する基本法ニュースの発行
支援を行った。

各研修に参加し、職員等参加者の人権意
識の向上を図ることができた。
また、5市の人権主管課長が定期的に集ま
る場として、意見交換を行った。

部落解放基本法の制定
をめざし継続する。

人権施策推進課

34 (5)同和問題 同和問題講演会
　同和問題についての正しい理解と認識を深め、あら
ゆる差別の解消に向けての啓発の一環として講演会
を行う。

同和問題強調月間に、同和問題につ
いての正しい理解と認識を深め、あら
ゆる差別の解消に向けた啓発の一環
として、同和問題講演会を開催する。

　新型コロナウイルス感染防止のため、
中止。人権センター、市民交流センター、
各コミセン、図書館、市民サービスセン
ターに啓発コーナーを設け、啓発をした。

コロナ禍でも、啓発コーナーを設けることに
より、同和問題強調月間のアナウンスがで
き、差別の解消に向けての取組ができた。

同和問題講演会を開催
し、同和問題をはじめあ
らゆる人権の解消に向
けての啓発を継続する。

人権施策推進課

35 (6)外国人 国際協会活動支援

　市民の国際交流や国際理解を深めるなど、本市の
国際化の推進に寄与し、民間交流の中心的役割を
担っている野洲市国際協会と連携を図り協会の独自
運営を尊重しつつ側面からその活動に人的・財政的
支援を行う。

市民への国際交流や国際理解を深
めるために野洲市国際協会へ運営補
助の実施をする。
米国ミシガン州クリントン・タウンシッ
プと姉妹都市への交互派遣への委託
を行う。

国際協会への運営補助を実施した。
米国ミシガン州クリントン・タウンシップと
の姉妹都市交流事業については、新型
コロナウイルス感染拡大により中止と
なった。

国際協会への支援により、国際交流や国際
理解を図ることができた。
市内に在住する外国人が増加しており、地
域内における国際交流を進めることが必要
である。

市民の国際交流や国際
理解を深めるなど、本市
の国際化の推進を図る
ため、継続の必要性が
ある。

企画調整課

36 (6)外国人 外国人支援事業
　本市に、在住・在勤する外国人が生活する上での視
点から、外国語による情報提供、相談体制、通訳の
支援を行う。

これまでの野洲市国際協会への委託
ではなく、タブレットでのテレビ電話を
活用した通訳支援サービス事業者へ
の委託を行うことで、更に多くの言語
の通訳、翻訳ニーズに対応する。

通訳　19件
翻訳　８件

多言語対応の通訳、翻訳サービスを導入す
ることでより幅広い通訳、翻訳ニーズに対
応できた。
本サービスについて周知し、より多くの利用
を図ることが必要である。

今後、国籍の多様化が
見込まれる外国人支援
の状況を鑑み、必要とな
る対応を行うため、継続
の必要性がある。

企画調整課
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37 (6)外国人 外国語等資料整備

　外国人等への情報提供として、外国語資料等の利
用しやすい形態の資料を整備する。図書館の利用案
内を各国言語に翻訳して外国人にも使いやすい施設
となるようにする。

外国語資料を受入し利用できる外国
語資料の増加をはかる。図書館の利
用案内の内容の改定があったときは
外国語版も改定を行う。

令和2年度　外国語図書受入冊数　341
冊

令和2年度は国の新型コロナウイルス感染
症対応地方創生臨時交付金のうち約100万
円で、外国語図書および外国籍の人のため
の日本語学習等の資料を購入した。これら
の新刊の特設コーナーを設置した。対象者
に図書館サービスをどのように周知していく
かが今後の課題である。

・このことに関する資料
の特設コーナーを年１
回以上開催する。
・寄贈資料なども活用し
ながら、外国語の書籍
の所蔵数を増加させる。
５年間で100冊。

図書館

38
(7)その他さ
まざまな人
権問題

エイズ、身近な感染
症についての啓発

　ＨＩＶ等の感染症について正しい知識を普及し、患者
に対する誤解や偏見をなくすため、健康教室やパンフ
レット配布等により、感染症に関する啓発を進める。

世界エイズデーにちなんでのキャン
ペーンポスター掲示、エイズを含めた
身近な感染症の予防に関する広報や
チラシにより、市民に正しい知識を啓
発する。

・広報やポスターでの啓発
・リーフレット等啓発物品の配布、設置に
よる啓発

毎年12月の世界エイズデーにちなんでの
キャンペーンポスター掲示、エイズを含めた
身近な感染症の予防に関する広報やチラ
シにより、市民に正しい知識を啓発する。

エイズ患者数は増加し
ていることから、さらに
啓発を行うことは必要で
ある。

健康推進課

39 個人情報の保護
 　基本的人権を擁護するうえで重要な意義を有する
個人情報保護制度の適正かつ円滑な運用を進め、個
人の権利利益の保護を図る。

前年度に引き続き、全体研修を適切
に実施し、特定個人情報及び個人情
報の取り扱いについて周知を徹底す
ることで、各職員の意識の向上につな
げる。

新型コロナウイルスの感染拡大に伴い、
集合研修を取りやめ、特定個人情報の
保護等についてeラーニング研修を実施
した。受講率は96.2%であった。
研修期間内で受講できなかった職員に
ついては、eラーニング研修資料を提供
し、自己研修の依頼を行った。

個人情報及び特定個人情報についての意
識向上等を図ることができた。
今後も引き続き職員の意識向上等に向け
て研修を実施していく必要があると思われ
る。

職員の個人情報の保護
に対する意識の向上を
図り、特定個人情報を
含む個人情報の保護に
努める。
また、基本的人権擁護
のため、個人の情報保
護は必要不可欠であ
り、第3次事業計画終了
後も引き続き継続してい
く。

総務課

40
窓口人権相談の充
実

　市民相談総合窓口ネットワークにより人権相談の第
２窓口として個別窓口の役割を果たす。電話、来所に
より、人権相談に応じて解決をはかる。専門的事例
は、人権擁護委員、弁護士相談等につなぐ。

電話・面接相談
人権相談で各部署と連携
相談件数の把握

31件

相談件数は、年度によりバラつきがある。
相隣関係等の相談件数が一番多い。他課
とも連携し、問題の解決に向けての取り組
みを行った。

人権相談は、マニュアル
どおりいかないのが常
であり、ほとんどであ
る。相談にあたっては、
幅広い知識と相談員と
しての継続的な経験が
必要となる。

人権センター

41 人権擁護委員

　法務大臣委嘱の人権擁護委員による特設人権相談
所（人権なんでも相談所）を開設し、人権相談を受け
る。また、人権教室として、人権紙芝居を５歳児対象
に実施する。
　国の人権擁護制度への連携として人権擁護委員法
に基づき人権擁護委員候補者を推薦するほか各協
議会への関与・参画を図る。今後の人権擁護の法制
度の変更に的確に対応し人権救済の充実をめざす。

人権擁護委員が行う啓発活動の支援
大津人権擁護委員協議会と各種啓発
行事で連携
地域人権啓発活動ネットワーク協議
会参画

人権なんでも相談所　 11回(5月、6月　2
回中止)
人権紙芝居　新型コロナウイルス感染防
止のため、中止
野洲幼稚園のみ、園で実施

コロナ禍だったが、人権なんでも相談は実
施された。
毎年は、市内公立の保育園・幼稚園・こども
園9箇所及び私立の園4箇所で５歳児を対
象に人権紙芝居を実施予定だが、新型コロ
ナウイルス感染防止のため、今年度は中
止。希望により、1園のみ園で実施された。

上位法「人権擁護委員
法」に基づき、事業を実
施する。

人権施策推進課

42
戸籍住民基本台帳
個人情報

　市民課は戸籍や住民票などの個人情報を管理し、市民
の請求により証明書を発行している。
　証明書を本人の代理人や第三者に交付した場合に、事
前登録者に対してその交付した事実をお知らせする本人
通知制度を設け、身元調査等を目的とした不正請求・不
正取得を防止し、抑制につなげている。
　また、野洲市戸籍、住民票等の不正請求に係る告知事
務処理要領に基づき、今後も関係機関と連携して適正な
管理に努める。

・戸籍、住民票などの個人情報の適
正な管理を行う。
・本人通知制度の適正な運用と周知
を行う。
・野洲市戸籍、住民票等の不正請求
に係る告知事務処理要領に基づき、
今後も関係機関と連携して適正な管
理に努める。

・戸籍や住民票など個人情報の適正な
管理に努めるとともに、住民票等の不正
取得による身元調査等を防止するため
「本人通知制度」を運用し、その制度の
周知を行った。

　今後も、戸籍や住民票など個人情報の適
正な管理に努めるとともに、「本人通知制
度」と「告知制度」の周知と適正な運用を行
う。

・戸籍、住民票などの個
人情報の適正な管理を
行う。
・本人通知制度の適正
な運用と周知を行う。
・野洲市戸籍、住民票等
の不正請求に係る告知
事務処理要領に基づ
き、今後も関係機関と連
携して適正な管理に努
める。

市民課

人権一般

人権一般

人権一般

人権一般
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43
事業所内公正採用
選考・人権啓発推進
事業

　事業所内公正採用選考・人権啓発基本方針に基づ
く啓発や企業啓発指導員による啓発指導、事業所内
公正採用選考・人権啓発研修推進班員による企業訪
問を行うとともに、対象者ごとの研修会を実施する。

　事業所内公正採用選考・人権啓発
基本方針に基づく進行管理
・企業啓発指導員による啓発指導
・事業所内公正採用選考・人権啓発
研修推進班員による企業訪問

・企業啓発指導員による啓発指導を行っ
た。
・新型コロナウイルス感染症対策により、
6月に開催予定していた企業内公正採
用・人権啓発推進班員研修会及び7月予
定していた野洲駅前での街頭啓発を中
止した。
・7月から市内の従業員10人以上の事業
所（事業所数150社）を対象に企業訪問
を実施した。令和２年度の企業訪問につ
いては新型コロナウイルス感染症対策
及び県の指導方針に基づき企業への訪
問（推進状況調に基づいた聞き取り、啓
発等）については電話やメール、FAXに
て実施した。

新型コロナウイルス感染症等の影響もあ
り、従業員数が少ない事業所ほど事業所内
研修の実施や外部研修への参加ができて
いない傾向にあるため、継続して企業訪問
（今年度は電話、メール、FAX）を実施するこ
とで、啓発の機会を確保するとともに、啓発
資料等の配布などにより、事業所の負担が
少ない啓発方法の拡充を検討する必要が
ある。

企業の社会的責任とし
ての公正な採用選考の
実施を推進し、企業自ら
が主体的に人権尊重の
視点を基にした活動の
推進を図るため、県の
取組と連動して継続を
行う必要がある。

商工観光課

44 人権教育基本方針
　人権教育基本方針に基づき事業を推進する。基本
方針の周知徹底を行うとともに、必要に応じ改定を行
う。

就学前教育・学校教育・社会教育の
それぞれの分野に応じた人権教育を
展開していく。

　人権教育基本方針に沿った取り組みを
進めた。

　地区別懇談会や同和問題講演会、人権セ
ミナーなど開催し、情報機器などの媒体を
用いて多種多様な学習の場を提供し、体系
的な人権教育を推進した。

人権教育基本方針に定
めた各カテゴリーごとの
推進目標の達成。

人権施策推進課

45 人権保育推進事業
　人権教育基本方針の周知徹底を図るとともに、必要
に応じて改定を行い、人権保育を推進する。

年間８回の職場研修を実施する。

・年度当初において人権保育基本方針
についての周知徹底を図り、基本方針に
基づいた保育実践と、職場研修を行っ
た。

・研修を通して、自分自身の言動を振り返り
考えあえる場が持てた。今後においても人
権意識を高めていくために継続して取り組
んでいく。
・職場環境として多様な勤務形態の中で、
研修を効果的に実施するためには更なる工
夫と改善も必要である。

人権保育基本方針に則
り、教育・保育の資質の
向上と職員の人権感覚
の向上が中堅層を中心
に広がる。また、人権教
育・保育訪問に年間1人
1回は研修として公開保
育・協議会に参加する。

こども課

46 人権教育推進員
　各自治会に人権教育推進員を委嘱し研修を実施
し、人権尊重のまちづくりを推進する。

　各自治会に人権教育推進員を委嘱
し研修会を開催する。

　郵送にて、自治会から推薦された「人
権教育推進員」１５４名を対象に委嘱状
の交付を行い、手引書を送付することに
より、人権教育推進員の役割と活動につ
いて周知した。

　人権尊重のまちづくりをめざし,各自治会
から選出された人権教育推進員を核にして
地区別懇談会の企画運営をや地域におけ
るリーダー育成のために研修の機会を提供
した。説明会が、なかったことで、人権施策
推進課に質問等連絡があった自治会につ
いて丁寧に対応した。コロナ禍での地区別
懇談会について、分散開催、文書回覧等工
夫を凝らした手法を紹介し、アドバイスをし
た。

引き続き各自治会に人
権教育推進員を委嘱し
研修会を開催する。

人権施策推進課

人権一般

人権一般

人権一般

人権一般
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47
学校･園所人権教育
推進委員会

　各中学校区部会、プロジェクト部会を中心とした学
校・園所人権教育推進委員会活動を推進する。

・中学校区部会の取り組み推進
・小学校人権学習プランの推進
・就学前から高校までの一貫した人権
学習の様々な人権課題別目標の設
定
・教職員人権問題研修の推進

・人権学習プランを各小学校で実施
・中学校においても様々な人権課題につ
いてのつけたい力を明確にし、各中学校
区部会で特徴的な取組を実践できた。
・就学前から高校までの連携の中で自尊
感情の向上を図り、授業実践と公開、研
究協議を行うことができた。
・課題別人権学習実践資料集の作成
・令和２年度「いしずえアンケート」にて中
学校全体で「自分にはよいところがある
と思う」と答えた生徒が70.3％であった。

・野洲市小学校人権学習プランに基づいて
人権学習を行ったが、実施時期や内容等を
再検討し、より効果的に進める必要がある。
・課題別人権学習においては就学前から高
等学校までの系統だった目標の見直しが必
要である。また、新たな人権課題（インター
ネット、LGBT等）の学習を進めていく必要が
ある。
・部落差別問題の認識と、教職員の力量を
高める研修は、市内で統一したテーマを掲
げ、研修を実施した。しかし、人事移動など
により教職員が若返り、他市町からの転勤
者も多くなってきた。野洲市の人権・同和教
育の原点を語れる人が少なくなってきてい
る。改めて、野洲市人権の日の由来である
野洲中学校連続差別事件のことを学ぶ必
要がある。

・人権学習プランを小学
校で完全実施し、学習内
容のデータバンク化を図
る。
・中学校においても様々
な人権課題についてのつ
けたい力を明確にし、各
中学校部会での協議の
中心とする。
・人権学習プランの就学
前から中学校までの次の
見直しへの見通しを持
つ。
・人権学習の講師のデー
タバンク化を図る。
・就学前から高校までの
連携の中で自尊感情の
向上を図り、中学校2年に
おいて「自分が好き」と答
えられる子が８５％以上を
めざす。

学校教育課
こども課

48
市人権啓発推進協
議会

　人権尊重のまちづくりをめざして住民が主体となっ
た人権啓発が推進できるよう市人権啓発推進協議会
に対して支援を行う。

各学区人推協や地域団体等により組
織された、市人推協が支援をすること
で、全ての市民に人権意識の高揚を
図り、同和問題をはじめとするさまざ
まな人権問題解決の促進に資する。

　新旧役員会や、5月を除き、役員・運営
委員が参集した。
　啓発機関紙の作成、啓発パネル作成、
啓発コーナーの設定等それぞれの部会
が、コロナ禍の中、工夫を凝らし、取り組
むことができた。

　役員の固定化、高齢化が進んでいる。ま
た、これまで事業を消化することが目的と
なっている面もあることから、事業目的を再
認識して、効果的な啓発事業が実施できる
よう啓発部会を組織し検討している。

これまで実施されてきた
啓発や研修を基本とし
つつも、更に効果的な
啓発の推進が図られる
よう支援をする。

人権施策推進課

49
学区人権啓発推進
協議会

　人権尊重のまちづくりをめざして住民が主体となっ
た人権啓発が推進できるよう学区人権啓発推進協議
会に対して支援を行う。

部落差別をはじめあらゆる差別を許さ
ないまち、差別問題を自らの課題と考
え行動できる人をつくるために住民が
主体となった人権啓発が推進できる
よう学区人権啓発推進協議会に対し
て、財政的な面も含めて支援を行う。

 　各学区人推協が主体となって実施さ
れる、講演会や研修会等に対して、研修
等の手法や講師の紹介などの支援を
行った。

　市民自らが、住民等に対して人権啓発を
行うことの意義は大きく、成果もみられる一
方で、学区ごとで、取り組み状況に開きがあ
り、十分な活動が展開されていない地域も
あることから、今後それらの地域における活
動の活性化への支援が課題である。
　また、役員が固定化している学区や逆に
毎年全役員が交代する学区もあり、それぞ
れ高齢化や事業の継続性の課題がある。

市民自らが主体となっ
て、住民等に対して、差
別のない明るい地域の
確立に向けた人権啓発
ができるよう支援する。

人権施策推進課

50 広報掲載啓発事業
　同和問題をはじめとする様々な人権問題の正しい
理解を得るため、広報やすへの掲載をはかり、啓発
を行う。

広報やすにて啓発記事の掲載

　人権週間等、様々な人権問題の強調
週間等の時期に合わせて、広報やすに
啓発記事を掲載した。
 コロナ禍で起きる差別について、広報に
より注意喚起を行った。

　同和問題をはじめとする様々な人権問題
の正しい理解を得るため、分かりやすい内
容で、広報やすへの掲載をはかり、啓発を
行った。

広報やすにて啓発記事
の継続

人権施策推進課

人権一般

人権一般

人権一般

人権一般

10 



第３次野洲市人権施策実施計画に基づく令和２年度事業実績 資料１

№ 事業名 事業の概要
令和2年度計画

(5年目)
実績

(令和2年度)
実績(事業)からみる成果と課題

第３次事業計画終了時
点での到達目標

担当課

分　　類

第　３　次　実　施　計　画 令和2年度事業実績

52
特別職人権問題研
修

　市のリーダーとして、啓発推進の役割が担えるよ
う、本市の実態把握に努めるとともに、各種研修会等
へ積極的に参加する中で自己研鑽に努める。機会が
あれば、講師という立場で参加していく。

　市のリーダーとして、啓発推進の役
割が担えるよう、本市の実態把握に
努めるとともに、各種研修会等へ積極
的に参加する中で自己研鑽に努め
る。機会があれば、講師という立場で
参加していく。

新型コロナウイルス感染症の影響によ
り、市民のつどいをはじめ各種会議等が
中止になり、人権施策審議会への出席
程度にとどまった。

コロナ禍により研修、啓発の場が限られる
中で、いかに自己研鑽に努める機会を確保
できるかが課題。

市のリーダーとして、啓
発推進を図り、現状と課
題を直視し、解決に立ち
向かうとともに、新たな
問題を起こさせない健
全な社会づくりを進め、
元気と安心のまちづくり
をする。

広報秘書課

53 ＰＴＡ人権問題研修
　野洲市ＰＴＡ連絡協議会人権問題研修及び単位ＰＴ
Ａ人権問題研修を行うとともに、PTA人権問題研修の
指導助言を行う。

野洲市ＰＴＡ連絡協議会人権問題研
修の実施と単位PTAの実施する人権
問題研修への指導助言・開催状況の
集約

令和２年度は新型コロナウイルス感染症
対策により、各研修会が中止になった。

令和２年度は新型コロナウイルス感染症対
策により、各研修会等が軒並み中止とな
り、具体的な成果が残せなかった。
新型コロナウイルス感染症対策により、コロ
ナ感染者への人権問題や子どもの家庭内
暴力の増加等、予測しなかった課題が発生
した。

市民意識調査で人権意
識の向上の結果を得る
ことを目標とする。

生涯学習スポー
ツ課

54
人権問題啓発
講師派遣事業

　自治会、団体、企業などで実施される人権問題の研
修会に啓発講師を派遣し、研修会の充実を図る。ま
た、啓発講師の資質の向上を図る。

研修の充実を図るために啓発講師を
委嘱し、また啓発講師に対する情報
提供、研修の場を提供する。

　19名を啓発講師に委嘱し、地域や団体
の研修の講師に依頼した。《派遣回数
12回》

　かねてより、幅広い人材の発掘、育成が
必要が課題であるが、進んでいないのが現
状である。
　また、講師の謝金が一律5,000円であり、
講演にかかる事前準備や当日の拘束時間
を考慮するともう少し謝金を増額したいとこ
ろである。

幅広い人権に関する
テーマのニーズに対応
できる人材の発掘・育
成。

人権施策推進課

人事課

　今年度は、全国的なコロナ感染拡大防止
の観点から予定していた研修がほぼ全て中
止になった。
　今後、新型コロナ感染症の終息が見込め
ない中、感染防止対策を講じながら研修を
実施する必要がある。

職員人権問題研修の継
続

職階に応じた研修内容になるよう、研修
計画に基づき、以下の研修を予定してい
たが、コロナ感染症拡大防止の観点から
ほぼ全ての研修が、中止となった。
【一般職向け】
幅広い知識の習得を主な目的とし、いず
れか１つ以上を参加としていた。
・びわこ南部地域人権啓発連続講座
（毎月第2水曜日）→年間を通じて中止
・人権教育研究大会→中止
・「ひと」と「ひと」のつどい→中止
・県民のつどい→中止
・市民のつどい→中止
【指導職向け】
　人権意識の高揚や職員としての役割、
問題解決に向けた実践力の向上のた
め、熟度を深める議論を中心とした人権
研修を実施し、研修後、参加者を中心
に、それぞれの職場で伝達研修を予定し
ていた。
人権研修（2回実施）→中止
【管理職向け】
指導者育成向けの研修。企業訪問が出
来なかったため、6月下旬を予定していた
が中止。

【その他】
　障がいへの正しい理解と、地域でとも
に生活する者としての理解促進を目的と
して、「障がい児サマースクール」及び
「市内作業所での体験事業」へ新規採用
職員を派遣するとともに、ボランティア職
員が参加する予定であった。→中止

51 職員人権問題研修
　行政職員として必要な幅広い人権問題に対する人
権感覚と人権意識を身につけるため、研修目的を明

確にし、多様な研修を実施する。

毎年、策定する研修計画に基づき、
研修を実施していく。

人権一般

人権一般

人権一般

人権一般
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55
人権啓発冊子
「すてきなまちに」発
行

　人権問題の早期解決を図るために、啓発冊子を作
成し、市全所帯、学校、企業などに配布する。

効果的に、より多くの市民に長く、有
効活用されるよう、内容の充実ととも
に、配布方法を再検討するほか、電
子媒体による市民への周知を検討す
る。

　「差別落書き事件」をテーマに作成発行
し、全戸に配布した。

　効果的に、より多くの市民に長く、有効活
用されるよう、内容の充実を図った。

効果的・効率的な啓発
を図る。

人権施策推進課

56
「ひと」と「ひと」のつ

どい

　「ひと」と「ひと」のつどいを開催するとともに、「ひと」
と「ひと」のつどいだよりを発行する。

「部落解放」と「女性解放」を共通の課
題として、地域の人々との交流と連帯
を深める集会として、実行委員会によ
る「ひと」と「ひと」のつどいを開催す
る。また、「ひと」と「ひと」のつどいだよ
りを発行する。

　実行委員会により、新型コロナウイル
スの感染防止のため、つどいは中止。編
集委員を選出し、これまでのあゆみをま
とめた「ひと」と「ひと」のつどいだよりを３
月に発行した。

　コロナ禍で、つどいは中止になったが、こ
れまでの経緯を振り返ることにより、女性の
人権の確立には、女性だけでなく男性の理
解が不可欠であり、男性も参加しやすい環
境を整えるため「人権尊重と部落解放をめ
ざす「ひと」と「ひと」のつどい」と名称を変更
し実施した。

「ひと」と「ひと」のつどい
を実施し、｢ひと」と「ひ
と」のつどいだよりの発
行を継続する。

人権施策推進課

57
議員人権問題
研修事業

　人権問題研修を開催するとともに、各種研修会への
参加を要請する。

　人権研修を年２回開催（うち１回は
湖南地区市議会議長会主催）する。

２月５日に湖南地区市議会議長会主催
による議員人権研修が予定されていた
が、緊急事態宣言発令のため中止され
た。

令和３年１月２２日の全員協議会終了
後、野洲市議会議員を対象とした人研修
を予定していたが、緊急事態宣言発令の
ため中止した。オンラインによる研修も検
討したが、叶わなかった。

今年度は全国的なコロナウイルス感染症の
猛威により、事業が中止され、各研修会等
も軒並み中止となり、具体的な成果が残せ
なかった。

緊急事態宣言下において、県境を越えた講
師の派遣は難しかった。

オンラインによる研修について、議員全員で
受講できる環境整備が必要である。

コロナ禍において、啓発資材の配布等によ
り、議員の自己研修への切り替えも考えら
れる。

市議会では、人権を尊
重し責任ある活動を
行っていくことで、「開か
れた信頼される議会の
実現」に努められるた
め、引き続き研修会を開
催する。

議会事務局

58
農業委員人権問題
研修事業

　人権問題研修を開催するとともに、各種研修会への
参加を要請する。

　年一回以上、人権研修を開催すると
ともに市民のつどいをはじめとする各
種研修会への参加を要請していく。

　 昨年に引き続き、野洲市人権啓発講
師を迎え、【コロナ禍と再生される『不寛
容』社会そして「エンガチョ」感覚】をテー
マとして2/10（水）人権研修を実施した。
 
           【23/26人　約88%】

　 未だコロナに対する「答え」が確定してい
ない中でテーマとして取り上げたところ、研
修後アンケートの中で一部「理解できなかっ
た」という回答が見受けられた。【大半は理
解できたという回答】タイムリーな話題では
あったものの、今後は研修内容に十分な吟
味が必要。
　 また、市民のつどいをはじめ地区別懇談
会などの大半が中止となったため、農業委
員会以外での人権研修等の参加は皆無で
あった。

農業委員会主催の人権
研修会への全員参加の
他、一人一回以上市民
の集いをはじめとする各
種研修会への全委員の
７割以上の参加

農業委員会事務
局

59
企業人権啓発推進
協議会育成事業

　企業人推協の組織を強化し、協議会の研修会及び
企業の加盟促進を行う。

・協議会への啓発経費補助
・協議会の研修会の実施および新規
加盟促進

・企業人権啓発推進協議会へ370,000円
の補助を行った。
・企業人権啓発推進協議会と市の共催
により年間５回の研修（経営者・管理者
研修を2回、基礎研修会を1回、担当者研
修会を1回、担当者交流会を1回）を実施
した。
・野洲市内において継続して事業所内人
権啓発推進活動を推進し進めていくため
に、未加入企業に加入していただくこと
が必要であることから企業訪問して加入
促進した。

今年度は、「職場を取り巻く今日的な人権課
題への取組や社会における様々な人権に
かかわる課題について理解を深める研修を
行う。」を主たる活動の柱として研修等を実
施し、年間5回の研修で延べ188名の参加
があった。
しかし、新型コロナウイルス感染症対策の
影響もあり、研修の参加・実施に積極的な
事業所と消極的な事業所の二極化が顕在
していることから、積極的な参加を促すとと
もに、研修以外の手法による啓発方法を検
討する必要がある。

企業活動における同和
問題をはじめとする様々
な人権課題についての
研修の実施を推進し、
企業自らが主体的に人
権尊重の視点を基にし
た活動の推進を図るた
め、継続的な支援を行う
必要がある。

商工観光課

人権一般

人権一般

人権一般

人権一般

人権一般
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60 人権施策審議会

　人権問題に係る総合的な施策の樹立等市政の重
要事項に関する審議等を行うため人権施策審議会を
開催する。また、必要に応じて審議会内に部会等を
設置する。

　人権施策審議会を開催する。
　また、必要に応じて審議会内に部会
等を設置し開催する。

　令和2年7月、11月、令和3年1月に野洲
市人権施策審議会を開催。

　第１回審議会では、作年度の人権施策実
施計画の実績及び今年度の年次計画等、
第４次野洲市人権施策実施計画（素案）、
第４次野洲市人権施策実施計画の各課の
具体的事業(案)について審議をいただい
た。引き続いて、第２回審議会においても第
４次人権施策基本計画の策定等について
審議をいただいた。第３回審議会では、第４
次野洲市人権施策基本計画の策定にかか
る答申(案)について市長にお渡しいただい
た。

同和問題をはじめする
様々な人権問題につい
て取り組むべき課題は、
山積しており、今後も市
民の人権意識の高揚と
教育及び啓発を図るた
め、市の諮問組織として
継続の必要性がある。

人権施策推進課

61
野洲市人権施策
基本計画

　野洲市人権施策基本計画、同実施計画に基づいた
総合的な取組を推進していく。
　目的達成のため、人権尊重のまちづくり推進本部会
議を開催し、同基本計画・実施計画の進行管理、連
絡調整を行う。

　野洲市人権施策基本計画、同実施
計画の進捗管理。
　目的達成のため、人権尊重のまち
づくり推進本部会議を開催し、同基本
計画・実施計画の進行管理、連絡調
整を行う。

　人権尊重のまちづくり推進本部幹事会
議、本部会議は実施しなかったものの、
各組織員に計画の実績と進捗の確認を
行い、第4次人権施策基本計画を策定し
た。

　人権施策各組織員の確認・意見聴取につ
いては、必要に応じて連絡調整を行い、同
会議を開催した。今年度は、第4次人権施
策基本計画策定の年にあたり、審議会の答
申(案)を基に3月に計画を策定した。

野洲市人権施策基本計
画、同実施計画に基い
た総合的な取り組みを
推進していく。

人権施策推進課

62 市民意識調査業務

　本市が実施する人権問題の解決に向けた啓発効果
等を掌握し、客観的データに基づいた総合的、計画
的な教育、啓発を展開するため、平成31年度に市民
意識調査と併せて職員意識調査を実施する。

意識調査実施のための、内容等を検
討する。

5年毎に、市民意識調査を行う。令和元
年10月に市内20歳以上の男女各500名
を対象に意識調査を実施した。回収率は
35.5％であった。
・広報やポスターでの啓発
・リーフレット等啓発物品の配布、設置に
よる啓発

前回調査と比較して全体的に差別意識は
改善の傾向であったが、部落差別や身元調
査等を肯定する回答も一定数あったことか
ら今後も引き続き啓発事業に取り組む必要
がある。

市民に正しい知識を啓発する。

人権問題に関する市民
意識調査の統計結果を
元に、今後の教育・啓発
のあり方について検討し
活かす。

人権施策推進課

人事課

人権一般

人権一般

人権一般
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